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障害者雇用促進法
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障害者雇用促進法とは

障害者雇用促進法とは正式名称を「障害者の雇用の促進等に関する法律」といい、障害者の雇用の安
定を実現するための具体的な方策を定めた法律で、「障害者の雇用促進」「雇用の分野における障害
者と障害者でない者との均等な機会および待遇の確保」「職業生活において自立」に関する施策を総合
的に講じ、障害者の職業安定を図ることを目的としています。

2020年時点で、民間企業の障害者
の実雇用率は2.15%となっており、着

実に障害者雇用率は向上してきてい
ます。
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事業主の義務とは

障害者雇用促進法上、事業主には下記の義務が発生します。

# 事業主の義務

1 障害者雇用義務 障害者雇用率に相当する人数の雇用の義務化

2 差別禁止と合理的配慮の
提供義務

・募集・採用について障害のない人と同じ機会を設け
る
・賃金や教育訓練の機会、福利厚生等の待遇につい
て障害があることを理由に、不当な差別的取り扱いを
してはならない。
・合理的配慮の提供義務

3 障害者職業生活相談員の
選任

障害者を5人以上雇用する事業所では障害者職業生

活相談員を選任し、障害のある従業員の職業生活に
関する相談・指導を行わせなければならない

4 障害者雇用に関する届出 ・障害者雇用状況の報告
・障害者の解雇届
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障害者雇用義務

障害者雇用促進法上、事業主には法定雇用率以上の割合で障害者を雇用する義務があります。（障
害者雇用率制度）2024年4月1日に、以前より0.2%引き上げられ、下記の法定雇用率になっています。
民間企業の場合法定雇用率は2.5%となっており、つまりは従業員人数が40.0人以上の企業は1人以上
障害者雇用義務があることになります。

事業主区分 法定雇用率

民間企業 2.5%

国、地方公共団体等 2.8%

都道府県等の教育
委員会

2.7%

◆法定雇用率
2024.4

改正
例： 常時雇用している労働者が100人
の企業の場合
100人×2.5%=2.5人⇒小数点以下切り
捨てで2人以上の障害者雇用義務が発
生します。

※常時雇用する労働者とは1週間の所
定労働時間が20時間以上で、1年を超
えて雇用される見込みがある、または1

年を超えて雇用されている労働者をい
います。

◆雇用率の対象になる障害者の範囲

区分 詳細

身体障害者 身体障害者手帳1～6級に該当する方

知的障害者 児童相談所などで知的障害者と判定され
た方

精神障害者 精神障害者保健福祉手帳の交付を
受けている方
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障害者雇用納付金制度

障害者の雇用に関して、法定雇用率を満たしていない事業主は納付金を支払う必要がありますが、一
方で障害者を多く雇用している事業主に対しては調整金、報奨金や各種の助成金が支給されています。
但し納付金の徴収は常用雇用労働者100人超の事業主のみとなっています。

区分 詳細

障害者雇用納
付金

法定雇用率未達成の事業主かつ
常用雇用労働者100人超の場合に、
不足1人当たり月額50,000円が徴
収される。

障害者雇用調
整金

法定雇用率を達成した事業主かつ
常用雇用労働者100人超の場合に、
超過1人当たり月額29,000円がもら
える。
※常用労働者100人以下の事業主の場
合、超過1人当たり月21,000円もらえる障
害者雇用報奨金制度があります。

◆障害者雇用納付金制度 ◆障害者雇用における障害者の算定方法

週所定労働時
間

30時

間以
上

20時

間以
上30

時間
未満

10時

間以
上20

時間
未満

身体障害者 1 0.5 ―

重度 2 1 0.5

知的障害者 1 0.5 ―

重度 2 1 0.5

精神障害者 1 0.5
(※当面
の間1と

みなす特
例あり)

0.5

2024.4
改正
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差別禁止と合理的配慮の提供義務
①差別禁止

障害者雇用促進法では、事業主の障害者に対する差別の禁止が規定されています。具体的には募
集・採用、賃金、配置、昇進などの雇用に関するあらゆる局面で、障害者であることを理由
とする差別が禁止されています。

◆差別の例

募集・採用時 ・単に「障害者だから」という理由で、求人への応募を認めないこと
・業務遂行上必要でない条件を付けて、障害者を排除すること

採用後 ・労働能力などを適正に評価することなく、単に「障害者だから」と
いう理由で、異なる取り扱いをすること
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差別禁止と合理的配慮の提供義務
②合理的配慮の提供義務（1/2）

障害者雇用促進法では、事業主への障害者に対する合理的配慮の提供義務が規定されています。具
体的には例えば以下の措置を、過重な負担にならない範囲で提供していただく必要があります。

◆合理的配慮の例

募集・採用時 ・視覚障害がある方に対し、点字や音声などで採用試験を行うこと

採用後 ・知的障害がある方に対し、図などを活用した業務マニュアルを
作成する、業務指示は内容を明確にして一つずつ行うなど、作業
手順を分かりやすく示すこと

・精神障害がある方などに対し、出退勤時刻・休暇など、通院・体
調に配慮すること

・聴覚障害がある方に対し、危険箇所や危険発生を視覚で確認
できるようにすること
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差別禁止と合理的配慮の提供義務
②合理的配慮の提供義務（2/2）

合理的配慮の提供義務は、その措置を講ずることが事業主にとって「過重な負担」となる場合は除かれ
ます。過重な負担に当たるかどうかは、次の要素を総合的に勘案しながら、個別に判断します。
①事業活動への影響の程度 ②実現困難度③費用・負担の程度
④企業の規模 ⑤企業の財務状況 ⑥公的支援の有無

◆合理的配慮の手続き

STEP 1
障害者から申出

STEP2
協議

STEP3
決定

・募集・採用時

障害者から事業
主に対し、支障と
なっている事情
などを申し出る。
・ 採用後

事業主から障害
者に対し、職場
で支障となって
いる事情の有無
を確認する。

合理的配慮に関
する措置につい
て事業主と障害
者との話し合い

・合理的配慮に

関する措置を確
定し、その措置
の内容・理由を
障害者に説明。

・「過重な負担」
にあたる場合は、
その旨と理由を
説明。
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障害者職業生活相談員

障害者雇用促進法上、障害者を5人以上雇用する事業所（事業所とは雇用保険制度における適用事業

所と同様）では、障害者の実人員が５人以上となってから３か月以内に「障害者職業生活相談員」を選
任し、その者に障害のある従業員の職業生活に関する相談・指導を行わせなければなりません。なお
選任後は、遅滞なくその事業所を管轄するハローワークに「障害者職業生活相談員選任報告書」を届
け出る必要があります。

◆障害者職業生活相談員の資格要件

相談員に選任する者は、以下のような要件のいず
れかを満たす必要があります。

・独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が
実施する「障害者職業生活相談員資格認定講習」
を修了している
・ 大学等卒業後、１年以上障害者である労働者の

職業生活に関する相談及び指導の実務に従事した
経験がある
・ ３年以上、障害者である労働者の職業生活に関
する相談及び指導の実務に従事した経験がある

◆障害者職業生活相談員選任報告書
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障害者雇用推進者【努力義務】

障害者雇用促進法上、障害者の雇用義務のある事業主（民間企業の場合40.0人以上）は、企業内
で障害者雇用の取組体制を整備する「障害者雇用推進者」を選任するよう努める必要がありま
す。
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障害者の解雇の届出

障害者雇用促進法上、「労働者の責めに帰すべき理由による解雇」や「天災事変その他やむを得ない
理由のために事業の継続が不可能となったことによる解雇」を除き、障害者を１人でも解雇する場合、
解雇届の提出が必要です。
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障害者雇用状況報告

障害者雇用促進法上、従業員40.0人以上の事業主は、毎年6月1日現在の障害者の雇用に関する状況
（障害者雇用状況報告）をハローワークに報告する義務があります。毎年報告時期に、従業員40.0人以
上規模の事業所に報告用紙が送付されますので、必要事項を記載の上で7月15日までに報告が必要
です。

◆障害者雇用状況報告書
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障害者の虐待防止

障害者虐待防止法（2012年10月1日施行）上、障害者を雇用する事業主は、障害者虐待を防止するた

め、労働者に対する研修の実施、障害者や家族からの苦情処理体制の整備などの措置を講ずること
が必要です。

◆障害者虐待防止法上の事業主の責務

責務 詳細

(1) 労働者に対する研修の実
施

性に配慮した接し方や仕事の
教え方などを学ぶことが大切
です。 障害者虐待の防止に

向けて、労働者に対する研修
を実施する、労務管理担当者
を各種研修会へ参加させる

などの取り組みを行いましょう。
加えて、職場内で率直に 意見

交換できるような環境を作る
ことも重要です。

(2) 障害者や家族からの苦情
処理体制の整備

雇用する障害者やその家族
からの相談、苦情などに対応
するための相談窓口を開 設

し、その周知を図ることが重
要です。


	既定のセクション
	スライド 1:  障害者雇用促進法 
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13


